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就業状態等基本集計とは 
 

就業状態等基本集計は、全ての調査票を用いて人口の労働力状態、従業上の地位、産

業・職業大分類別等に関する結果について集計した確定値である。 

これらについての詳細な結果は、総務省のポータルサイト「政府の統計窓口（e-stat）」

を参照のこと。 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei-00200521 

 

用語の解説 

労働力状態 

15 歳以上の人について、調査年の９月 24 日から 30 日までの１週間（以下、「調査週

間」という。）に「仕事をしたかどうかの別」により、次のとおり区分したもの 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

労働力人口 

就業者及び完全失業者 

 

就業者 

調査週間中、賃金、給料、諸手当、営業収益、手数料、内職収入など収入（現物収入

を含む。）を伴う仕事を少しでもした者 

 

完全失業者 

調査週間中、収入を伴う仕事を少しもしなかった者のうち、仕事に就くことが可能で

あって、かつ、ハローワーク（公共職業安定所）に申し込むなどして、積極的に仕事を

探していた者 

 

15歳以上人口 

労働力人口 

非労働力人口 

労働力状態「不詳」 

通学のかたわら仕事 

家事のほか仕事 

主に仕事 

その他 

通学 

家事 

完全失業者 

就業者 

休業者 

非就業者 

＜就業の状態＞ 

＜労働力状態＞ 



 
非労働力人口 

調査週間中、収入を伴う仕事を少しもしなかった者のうち、休業者及び完全失業者以

外の者 

 

労働力率 

15 歳以上人口（労働力状態「不詳」を除く。）に占める労働力人口の割合 

労働力率（％）＝ 
労働力人口

15歳以上人口（労働力状態「不詳」を除く。）
  ×100 

 

従業上の地位 

就業者について、調査週間中にその人が仕事をしていた事業所における地位によって

区分したもの 

 

産業・職業 

「産業」とは、就業者について、調査週間中にその人が実際に仕事をしていた事業所

の主な事業の種類によって分類したものをいう（調査週間中「仕事を休んでいた人」に

ついては、その人がふだん仕事をしている事業所の主な事業の種類）。 

「職業」とは、就業者について、調査週間中、その人が実際に従事していた仕事の種

類によって分類したものをいう（調査週間中「仕事を休んでいた人」については、その

人がふだん実際に従事していた仕事の種類）。 

国勢調査の集計に用いている産業分類及び職業分類は、それぞれ日本標準産業分類及

び日本標準職業分類を基にしている。 

個々の産業分類及び職業分類の詳しい定義や内容例示については、下記ＵＲＬの『令

和２年国勢調査に用いる産業分類』及び『令和２年国勢調査に用いる職業分類』を参照

のこと。 

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/kekka/sankou.html 

 

その他の用語 

その他の用語は、下記ＵＲＬの『令和２年国勢調査 調査結果の利用案内 －ユーザ

ーズガイド－』を参照のこと。 

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/kekka/sankou.html 

 

数値の見方 
 
・ 本文及び図表の数値は、その表章単位に合わせて公表数値を四捨五入しているため、

合計と内訳の計は必ずしも一致しない。 

  ただし、増減数、増減率は公表数値から算出している。 

・ 割合は、特に注記のない限り、分母から不詳を除いて算出している。

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/kekka/sankou.htm
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１ 労働力人口 

労働力率は、男女とも上昇 

 

岡山県の 15 歳以上人口（159 万 385 人）の労働力率は、60.7％となっている。平成 27 年と比

べると、2.0 ポイント増加しており、平成 7年以降、25 年ぶりに増加した。 

労働力状態別にみると、「労働力人口」は 90 万 627 人（15 歳以上人口の 56.6%）、「非労働力

人口」は 58 万 2661 人（同 36.6%）で、平成 27 年と比べると、「労働力人口」は 3 万 8909 人の減

少、「非労働力人口」は 7 万 9465 人の減少となっている。 

労働力率を男女別にみると、男性が 70.0％、女性が 52.4％で、平成 27 年と比べると、男女とも

上昇し、男性は 0.9 ポイント、女性は 3.1 ポイントそれぞれ上昇している。（表１－①） 

 

表１－① 労働力状態、男女別 15 歳以上人口の推移 － 岡山県（平成 2年～令和 2年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



2 

 

女性の労働力率は、全ての年齢階級で上昇 

 

男女別労働力率を年齢５歳階級別にみると、男性は 25 歳から 59 歳までの年齢階級で 90％以

上となっている。一方、女性は全年齢階級で男性より低いが、平成27年と比べて全ての年齢階級

で上昇している。 

年齢５歳階級別労働力率の推移をみると、男性は大きな変化はみられないが、女性はいわゆる

Ｍ字カーブの底が上昇しており、平成 2７年の底にあたる 30～34 歳の労働力率は 73.6％から

79.3％となっている。（図１、表１－②） 

 

図１ 年齢（５歳階級）、男女別労働力率 － 岡山県（平成 22年、27 年、令和 2年） 

           男                    女 

 

 

 

表１－② 年齢（５歳階級）、男女別労働力率の推移 － 岡山県（平成 2年～令和 2年） 
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２ 従業上の地位 

男女共に「正規の職員・従業員」の割合が最も高いが、女性は「パート・アルバイト・その他」と

きっ抗している 

 

15 歳以上就業者（86万 7759 人）について、従業上の地位の割合をみると、「雇用者（役員を含

む）」が 88.1％、「自営業主（家庭内職者を含む）」が 9.1％、「家族従業者」が 0.2％となっている。 

雇用者の内訳をみると、「正規の職員・従業員」が 66.8％、「労働者派遣事業所の派遣社員」が

2.6％、「パート・アルバイト・その他」が 30.6％となっている。 

雇用者の内訳を男女別にみると、男性は「正規の職員・従業員」が 82.7％と最も高く、女性も同

じく「正規の職員・従業員」が 49.7％と最も高いものの、「パート・アルバイト・その他」の 47.2％とき

っ抗している。（表２－①） 

 

表２－① 従業上の地位、男女別 15歳以上就業者 － 岡山県（令和 2年） 

注 1）表中の（ ）内は、雇用者に占める割合（内訳の人数÷雇用者数×100） 

注 2）構成比については、従業上の地位「不詳」を分母から除いて算出している 

  

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

総数 867,759 468,854 398,905 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　雇用者（役員を含む） 749,383 398,127 351,256 88.1 86.7 89.7 88.6 87.3 90.1

　　雇用者 701,450 363,105 338,345 82.5 79.1 86.4 83.0 79.6 87.1

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

　　　正規の職員・従業員 468,483 300,404 168,079 55.1 65.4 42.9 54.5 65.0 41.8

(66.8) (82.7) (49.7) (65.6) (81.6) (48.0)

　　　労働者派遣事業所の派遣社員 18,544 7,938 10,606 2.2 1.7 2.7 2.7 2.1 3.4

(2.6) (2.2) (3.1) (3.2) (2.6) (4.0)

　　　パート・アルバイト・その他 214,423 54,763 159,660 25.2 11.9 40.8 25.9 12.6 41.9

(30.6) (15.1) (47.2) (31.2) (15.8) (48.1)

　　役員 47,933 35,022 12,911 5.6 7.6 3.3 5.5 7.7 3.0

　自営業主（家庭内職者を含む） 77,237 56,682 20,555 9.1 12.3 5.3 8.6 11.7 4.9

　　雇人のある業主 14,908 11,980 2,928 1.8 2.6 0.7 1.9 2.8 0.8

　　雇人のない業主（家庭内職者を含む） 62,329 44,702 17,627 7.3 9.7 4.5 6.7 8.8 4.2

　家族従業者 2,034 244 1,790 0.2 0.1 0.5 2.8 1.1 5.0

　従業上の地位「不詳」 17,329 9,854 7,475 - - - - - -

注1）表中の（）内は、雇用者に占める割合（内訳の人数÷雇用者数×100）
注2）構成比の総数に従業上の地位「不詳」は含まれていない

実数（人）

従 業 上 の 地 位

構成比（％） 全国構成比（％）
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男性は 25 歳から 59 歳まで、「正規の職員・従業員」の割合が 7 割を超えるが、女性は 25 歳

から 29 歳をピークに減少している 

 

15 歳以上就業者について、従業上の地位別の割合を男女、年齢５歳階級別にみると、「正規

の職員・従業員」は、男性の 25歳から 59歳までの各年齢階級で７割を超えている。一方、女性は

20 歳から 39 歳までの年齢階級で５割を超えているが、25 歳から 29 歳をピークに減少している。 

「パート・アルバイト・その他」は、男女とも 15～19 歳が最も高い割合（男性 47.8％、女性 74.1％）

となっている。また、男性は 25歳から 59歳までは１割以下となっているが、女性は 25～29歳を除

く全ての年齢階級で３割以上であり、特に 40 歳以上では４割を超えている。（図２、表２－②） 

 

図２ 従業上の地位、年齢（５歳階級）、男女別 15歳以上就業者の割合 － 岡山県（令和 2年） 
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家族従業者

雇
用
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表２－② 従業上の地位、年齢（５歳階級）、男女別 15 歳以上就業者 － 岡山県（令和 2年） 

 

※総数には従業上の地位「不詳」は含まれていない 

正規の職
員・従業員

労働者派遣
事業所の派
遣社員

パート・ア
ルバイトそ
の他

男 100.0 79.1 65.4 1.7 11.9 7.6 2.6 9.7 0.9

　15～19歳 100.0 97.5 48.8 0.9 47.8 0.2 0.0 1.5 0.8

　20～24歳 100.0 96.9 67.7 2.7 26.4 0.5 0.2 1.8 0.6

　25～29歳 100.0 95.5 83.5 2.9 9.1 1.2 0.4 2.1 0.7

　30～34歳 100.0 92.4 83.9 1.9 6.6 2.5 1.0 3.2 0.9

　35～39歳 100.0 88.1 81.6 1.6 4.9 4.4 1.8 4.7 1.0

　40～44歳 100.0 84.2 78.6 1.4 4.1 6.6 2.3 6.0 1.0

　45～49歳 100.0 83.0 77.9 1.5 3.6 7.8 2.3 6.0 0.8

　50～54歳 100.0 81.5 76.0 1.5 4.1 8.6 2.5 6.7 0.7

　55～59歳 100.0 80.7 74.1 1.4 5.3 9.7 2.5 6.6 0.4

　60～64歳 100.0 74.7 52.2 1.8 20.7 11.1 3.3 10.4 0.5

　65歳以上 100.0 46.2 18.2 1.6 26.4 14.9 6.1 31.1 1.7

女 100.0 86.4 42.9 2.7 40.8 3.3 0.7 4.5 5.0

　15～19歳 100.0 98.8 23.9 0.8 74.1 0.1 0.0 0.8 0.3

　20～24歳 100.0 98.4 61.2 2.9 34.3 0.2 0.0 1.0 0.3

　25～29歳 100.0 97.0 69.3 4.2 23.5 0.6 0.1 1.6 0.8

　30～34歳 100.0 94.7 58.2 3.9 32.7 0.9 0.3 2.6 1.5

　35～39歳 100.0 92.1 50.1 3.5 38.6 1.7 0.5 3.5 2.3

　40～44歳 100.0 91.4 47.1 3.2 41.1 2.4 0.6 3.4 2.3

　45～49歳 100.0 90.9 45.0 3.3 42.7 2.9 0.6 3.2 2.4

　50～54歳 100.0 89.9 44.3 2.9 42.6 3.4 0.7 3.4 2.7

　55～59歳 100.0 87.8 41.7 1.9 44.2 4.0 0.8 3.9 3.5

　60～64歳 100.0 82.6 27.9 1.5 53.2 5.2 1.0 4.7 6.5

　65歳以上 100.0 55.4 12.0 1.0 42.4 8.5 2.1 13.3 20.7

役員
雇人のある
業主

雇人のない
業主（家庭
内職者を含
む）

家族従業者
男女、年齢

割 合 （ ％ ）

総数
   　　※

雇用者

正規の職
員・従業員

労働者派遣
事業所の派
遣社員

パート・ア
ルバイトそ
の他

男 468,854 363,105 300,404 7,938 54,763 35,022 11,980 44,702 4,191 9,854

　15～19歳 6,847 6,551 3,281 59 3,211 11 3 103 52 127

　20～24歳 28,224 26,723 18,690 739 7,294 141 67 498 161 634

　25～29歳 34,189 32,014 27,972 987 3,055 393 146 712 244 680

　30～34歳 37,767 34,313 31,164 701 2,448 937 376 1,180 344 617

　35～39歳 42,453 36,869 34,132 687 2,050 1,838 736 1,984 412 614

　40～44歳 49,254 40,789 38,108 698 1,983 3,179 1,105 2,885 507 789

　45～49歳 58,438 47,653 44,719 855 2,079 4,490 1,343 3,444 482 1,026

　50～54歳 47,059 37,713 35,146 686 1,881 3,996 1,138 3,083 317 812

　55～59歳 44,053 34,998 32,112 609 2,277 4,185 1,101 2,880 182 707

　60～64歳 41,357 30,323 21,199 714 8,410 4,505 1,346 4,236 209 738

　65歳以上 79,213 35,159 13,881 1,203 20,075 11,347 4,619 23,697 1,281 3,110

女 398,905 338,345 168,079 10,606 159,660 12,911 2,928 17,627 19,619 7,475

　15～19歳 6,294 6,124 1,482 50 4,592 7 1 49 16 97

　20～24歳 27,279 26,413 16,437 780 9,196 60 12 280 75 439

　25～29歳 30,252 28,935 20,662 1,252 7,021 175 23 469 230 420

　30～34歳 31,325 29,299 17,983 1,215 10,101 286 86 795 457 402

　35～39歳 35,872 32,661 17,757 1,231 13,673 587 174 1,228 800 422

　40～44歳 42,516 38,410 19,785 1,358 17,267 1,003 240 1,420 957 486

　45～49歳 52,367 46,965 23,234 1,684 22,047 1,488 319 1,668 1,244 683

　50～54歳 43,474 38,560 19,022 1,260 18,278 1,444 281 1,479 1,148 562

　55～59歳 39,064 33,849 16,086 738 17,025 1,534 312 1,494 1,349 526

　60～64歳 33,229 27,008 9,131 477 17,400 1,688 337 1,538 2,112 546

　65歳以上 57,233 30,121 6,500 561 23,060 4,639 1,143 7,207 11,231 2,892

男女、年齢

実 数 （ 人 ）

総数 雇用者 役員 家族従業者

雇人のない
業主（家庭
内職者を含
む）

雇人のある
業主

従業上の地
位「不詳」
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３ 産業・職業 

（１）産業 

「医療，福祉」に従事する者の割合は、平成 27 年に引き続き上昇 

 

15 歳以上就業者について、産業（大分類）別の割合をみると、「製造業」が 18.4％と最も高く、

次いで「卸売業，小売業」が 15.2％、「医療，福祉」が 15.0％などとなっている。 

「医療，福祉」は、平成 27 年と比べると 1.2 ポイント上昇しており、産業（大分類）別では最も割

合が拡大している。全国と比べると、「製造業」と「医療，福祉」の割合が高い。 

また、産業（大分類）別 15 歳以上就業者数について、平成 27 年からの増減をみると、「医療，

福祉」の増加率（4.4％増）が最も高く、次いで「教育，学習支援業」（4.3％増）、「不動産業，物品

賃貸業」（3.9％増）となっている。就業者数が減少した産業（大分類）をみると、「鉱業，採石業，砂

利採取業」の減少率（13.8％減）が最も高く、次いで「農業，林業」（13.5％減）、「複合サービス事

業」（13.4％減）となっている。（図３－①、表３－①－ａ） 

 

図３－① 産業（大分類）別 15 歳以上就業者の割合の推移 － 岡山県（平成 22 年～令和 2年） 

 

 

 

 

注）「その他」に含まれるのは、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、 

「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、 

「教育，学習支援業」、「複合サービス事業」、「公務（他に分類されるものを除く）」及び「分類不能の産業」である。 

なお、構成比については、「分類不能の産業」を分母に含めて算出している。 
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表３－①－ａ 産業（大分類）別 15 歳以上就業者の推移 － 岡山県（平成 22年～令和 2年） 

 

注１）調査年ごとに産業分類の改定が行われており、過去の調査年の産業分類は、改定後の産業分類に組み替えて集計されている。 

注２）再掲されている産業３分類について、各産業に分類されるものは、次のとおり。 

「第１次産業」…「農業，林業」及び「漁業」 

「第２次産業」…「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」及び「製造業」 

「第３次産業」…「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、

「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サ

ービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類さ

れないもの）」及び「公務（他に分類されるものを除く）」である。 

なお、「分類不能の産業」はどの産業にも分類できないため、割合の算出において分母から「分類不能の産業」を除いている。 
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「製造業」に従事する者の割合は井原市が高く、県全体の割合より 10 ポイント以上高い 

「卸売業，小売業」に従事する者の割合は、岡山市が高い 

 

 15 歳以上就業者について、産業（大分類）別の割合を県内市町村別にみると、「製造業」（岡山

県全体 18.4％）は井原市が 29.6％と最も高く、備前市 28.1％、和気町 26.7％と続き、矢掛町、里

庄町、勝央町までが 25％以上となっている。 

 「卸売業，小売業」（同 15.2％）は岡山市が 17.2％と最も高く、次いで早島町が 16.8％、津山市

が 15.2％などとなっている。 

 また、「医療，福祉」（同 15.0％）は新庄村及び早島町が 17.1％と最も高く、次いで鏡野町が

15.8％、吉備中央町が 15.7％などとなっている。（表３－①－ｂ） 

 

表３－①－ｂ 主な産業（大分類）別 15 歳以上就業者の割合 － 岡山県内市町村（令和 2年） 

 注） 全国において就業者数が全就業者の５％以上の産業及び「農業，林業」を掲載 
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産業（大分類）別の男性の割合は「電気・ガス・熱供給・水道業」、女性の割合は、「医療，福

祉」が最も高い 

 

15 歳以上就業者について、産業（大分類）別に男性の割合をみると、「電気・ガス・熱供給・水

道業」が 85.5％と最も高く、次いで「鉱業，採石業，砂利採取業」（82.3％）、「建設業」（81.8％）、

などとなっている。一方、女性の割合は「医療，福祉」が 77.4％と最も高く、次いで「宿泊業，飲食

サービス業」（66.0％）、「生活関連サービス業，娯楽業」（62.9％）などとなっている。 

平均年齢をみると、「農業，林業」が 65.2 歳と最も高く、「宿泊業，飲食サービス業」が 43.0 歳と

最も低くなっている。（表３－①－ｃ） 

 

表３－①－ｃ 産業（大分類）、年齢（５歳階級）、男女別 15 歳以上就業者 － 岡山県（令和 2年） 

※総数には「分類不能の産業」を含む 
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（２）職業 

「専門的・技術的職業従事者」、「事務従事者」の割合は上昇傾向 

「販売従事者」の割合は低下傾向 

 

15 歳以上就業者について、職業（大分類）別の割合をみると、「事務従事者」が 18.1％と最も高

く、次いで「生産工程従事者」及び「専門的・技術的職業従事者」が 16.8％などとなっている。「専

門的・技術的職業従事者」は、平成 27年と比べると 1.4 ポイント上昇しており、職業（大分類）別で

は最も割合が拡大している。全国と比べると、「生産工程従事者」の割合が高く、「事務従事者」の

割合が低い。 

また、職業（大分類）別 15 歳以上就業者数について、平成 27 年からの増減をみると、「運搬・

清掃・包装等従事者」の増加率（7.8％増）が最も高く、次いで「専門的・技術的職業従事者」

（5.0％増）、「事務従事者」（1.5％増）となっている。就業者数が減少した職業（大分類）をみると、

「管理的職業従事者」の減少率（14.8％減）が最も高く、次いで「農林漁業従事者」（13.6％減）、

「販売従事者」（11.6％減）となっている。（図３－②、表３－②－ａ） 

 

図３－② 職業（大分類）別 15 歳以上就業者の割合の推移 － 岡山県（平成 22 年～令和 2年） 

 

 

 
注）「その他」に含まれるのは、「管理的職業従事者」、「保安職業従事者」、「輸送・機械運転従事者」、「建設・採掘 

従事者」、及び「分類不能の産業」である。 

        なお、構成比については、「分類不能の産業」を分母に含めて算出している。 
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表３－②－ａ 職業（大分類）別 15 歳以上就業者の割合の推移 － 岡山県（平成 22 年～令和 2年） 

 
注）調査年ごとに職業分類の改定が行われており、過去の調査年の職業分類は、改定後の産業分類に組み替えて集計されている。 
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「事務従事者」の割合は早島町 23.3％と最も高い 

「農林漁業従事者」の割合は久米南町が最も高く、県全体より 20 ポイント以上高い 

 

 15 歳以上就業者について、職業（大分類）別の割合を県内市町村別にみると、「事務従事者」

（県全体 18.1％）は早島町が 23.3％と最も高く、岡山市（20.9％）、鏡野町（18.1％）と続き、県全

体の割合を上回っているのは、この３市町である。 

 また、「農林漁業従事者」（同 4.0％）は久米南町が 24.6％と最も高く、次いで新庄村が 24.0％、

吉備中央町が 19.1％などとなっている。（表３－②－ｂ） 

 

表３－②－ｂ 主な職業（大分類）別 15 歳以上就業者の割合 － 岡山県内市町村（令和 2年） 

 注） 全国において就業者数が全就業者の５％以上の職業及び「農林漁業従事者」を掲載 
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「農林漁業従事者」は男女ともに 65 歳以上の割合が最も高い 

 

15 歳以上就業者について、職業（大分類）別に男性の割合をみると、「建設・採掘従事者」が

97.2％と最も高く、次いで「輸送・機械運転従事者」（95.9％）、「保安職業従事者」（91.9％）などと

なっている。一方、女性の割合は「サービス職業従事者」が 73.6％と最も高く、次いで「事務従事

者」（62.8％）、「専門的・技術的職業従事者」（56.1％）などとなっている。 

年齢５歳階級別の割合をみると、「農林漁業従事者」は男女共に 65 歳以上の割合が最も高く、

男性が 41.3％、女性が 23.3％となっており、「農林漁業従事者」の６割以上を占めている。（表３－

②－ｃ） 

 

表３－②－ｃ 職業（大分類）、年齢（５歳階級）、男女別 15 歳以上就業者 －岡山県（令和 2年） 
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＜ 参考資料 ＞ 

○ 夫婦の労働力状態 

表４ 夫婦の就業・非就業別夫婦のいる一般世帯 － 岡山県（平成 17 年～令和 2年） 

 

注１）「総数」の実数は、労働力状態「不詳」を含み、総数の内訳は、夫又は妻の労働力状態「不詳」を除く。 

注２）割合は分母となる夫婦のいる一般世帯総数から夫又は妻の労働力状態「不詳」の世帯を除いて算出している。 
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○ 外国人就業者の産業 

表５－① 男女、国籍、産業（大分類）別 15 歳以上外国人就業者の構成比 － 岡山県（令和 2年） 
 

 注） 「その他」には、無国籍及び国名「不詳」を含む。 
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○ 外国人就業者の職業 

表５－② 男女、国籍、職業（大分類）別 15 歳以上外国人就業者の構成比 － 岡山県（令和 2年） 
 

 注） 「その他」には、無国籍及び国名「不詳」を含む。 

 


